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第１号議案 

 

平成２９年度事業報告 

当協会では、環境への負荷が少ない持続可能な「循環型社会」を形成するためには、

産業廃棄物処理業界の「環境産業」としての自覚と健全な発展が不可欠であるという

認識を基本に、産業廃棄物の適正処理と再資源化等に関する諸事業を進めている。 

 平成２９年度においては、非営利型一般社団法人として、定款に定める次の５つの

事業を実施するとともに、県と連携した環境産業へのステージアップ事業を推進した。 

 

Ⅰ 産業廃棄物の適正処理等に関する調査研究、普及啓発、指導相談等事業におい

ては、廃棄物処理法の改正、処理技術等の動向の把握、労働安全衛生対策の推進、マ

ニフェストの普及促進、会員・排出事業者等からの相談等への対応、通知・会報けや

き・協会だより・ホームページによる適切な情報発信に努めた。また、業界のイメー

ジアップを図るため、県と連携した「３Ｓ運動」を推進した。 

Ⅱ 適正処理に関する研修会、講習会及び人材育成事業においては、許可講習会を

円滑に進めるとともに、法の改正、労働安全衛生などの重要課題に対応するための研

修・講習の充実に努めた。人材育成については、優良事業者の育成を図るとともに、

青年部会・女性部会の研修・交流事業により後継者の育成等を図った。また、新入社

員の定着と意識向上を図るため、県と共催で「環境産業合同入社式」を開催した。 

Ⅲ 不適正処理対策に関する環境保全事業においては、さいたま環境整備事業推進

積立金（けやき積立金）の保全を図った。なお、本年度は、この積立金を活用した生

活環境保全上の支障を除去する撤去事案はなかった。 

Ⅳ 災害廃棄物の処理支援等に関する事業としては、県との協定に基づく災害時支

援体制の整備を進めるとともに、県が主催する災害廃棄物処理図上訓練に参加して、

県、市町村、関係団体の連携強化を図った。 

Ⅴ 地方公共団体等からの受託事業としては、県外産業廃棄物事前協議制度に係る

受付事務及び処理業事業者、排出事業者、新規採用者を対象とした実務担当者研修会

業務を県から受託し、円滑に実施した。 

 

平成３０年３月３１日現在の協会会員数は、正会員４０３社、賛助会員４７社、  

計４５０社である。 
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Ⅰ 産業廃棄物の適正処理、再生利用及び資源循環等を推進するための調査 

研究、普及啓発並びに、相談、指導助言等に関する事業 

 

（１）調査研究 

・産業廃棄物の適正処理と減量化、再資源化などに関する情報収集を行うとと

もに、廃棄物処理法の改正内容の把握に努めた。また、災害廃棄物対策の検討

を進めるほか、県の「太陽光パネルのリサイクル技術に関する検討会」に参加

して、システム及び技術面の課題を検討した。 
・調査研究事業の一環として、下記のとおり廃棄物処理施設の視察研修を行っ

た。 

 県外廃棄物処理施設視察研修 

 実施日 平成２９年１０月５日(木）～６日(金） 

 視察先 ①渡辺産業株式会社（栃木県日光市） 

      産廃（燃えがら・鉱さい・汚泥・がれき類）固形化・破砕 

      一廃（焼却灰・溶融スラグ）固形化・破砕 

      再生砕石製造・販売 

     ②株式会社シタラ興産（埼玉県深谷市） 

      中間処理（破砕・減容・圧縮・発酵） 

      ＡＩロボによる自動選別導入  

    
 （２）マニフェスト制度の普及促進 

   ・紙マニフェストの頒布事業については、不適正処理を未然防止する公益的事

業として、（公社）全国産業廃棄物連合会と連携して行った。平成２９年度に

おける紙マニフェストの頒布実績は次のとおりである。 

   １）産業廃棄物マニフェスト  ３１２，６００セット 
   ２）建設系廃棄物マニフェスト ２２５，７００セット 
      合 計              ５３８，３００セット 
   ・電子マニフェストについては、（公社）日本産業廃棄物処理振興センターと

連携して、電子マニフェスト導入実務研修会を２回開催した。 
     平成２９年８月３１日（木）  さいたま共済会館  受講 １００名 
     平成３０年２月 １日（木）  さいたま共済会館    受講   ２５名 

    

（３）相談指導・普及啓発 

・廃棄物の多様化と処理に係る制度的な複雑さを背景に、会員や排出事業者、

県民から相談等は非常に多く、平成２９年度における相談件数は約３０００件

に上った。会員等の処理業者からの相談に対しては、行政との連携のもとに適

切な指導・助言に努めた。県民や排出事業者からの相談については、その求め

に応じて会員の処理事業者を紹介するなど適正な処理の促進に努めた。 

・啓発事業としては、産業廃棄物の適正処理、事故・災害防止に関する通知等



                                                                         

- 3 - 
 

のほか、会報「けやき」や「協会だより」の新たな発行、協会ホームページの

充実など適切な情報提供に努めた。 

 会報「けやき」Ｎｏ．７９（平成２９年８月）  ８００部発行 
    会報「けやき」Ｎｏ．８０（平成３０年２月）  ８００部発行 
    協会だより   ２回発行           ４５０部発行 
    協会ホームページアクセス数（年間）    約２９，０００件 
   ・会員企業における女性活躍の推進に資するため、県産業労働部ウーマノミク

ス課のご支援により、小冊子「女性活躍推進のポイント」を６００部刊行した。 
 
（４）産業廃棄物適正処理の推進 

・事業系産業廃棄物の適正処理の推進については、排出事業者責任と法改正に

係る対応等を検討するとともに、県の指導のもと埼玉県環境保全連絡協議会と

連携して産業廃棄物に係る最近の動向について情報交換を行った。 

・建設系廃棄物については、建設廃棄物の適正処理に係る最近の動向について

検討するとともに、県、賛助会員建設業者及び協会関係事業委員による懇談会

を開催した。 

・収集運搬業者については、タコグラフ等の運行計器の活用方法について検討

するとともに、正会員の約６割を占めることから、会報「けやき」に収集運搬

業の実務にかかわる記事をシリーズで掲載した。 

・県と連携して「産業廃棄物処理業者３Ｓ運動」（スマイル・セイケツ・スタ

イル）を推進し、会員会社等における優れた取組に対しては、県知事表彰が贈

られた（協会主催産業廃棄物講習会）。 

・労働安全体制整備については、協会として初の労働安全衛生大会の開催やポ  

スター、リーフレット等の配布を行った。また、会員企業への現況調査の実施 

や平成３０年度協会労働災害防止計画の策定を行った。 
・会員の資質向上を図るとともに、県行政担当者と会員との意見交換を通じて

相互の理解を深めるため、地区懇談会を県産業廃棄物指導課と環境管理事務所

の協力のもと、県内の３地域で開催した。また、連合会や関係諸団体、行政な

どとの交流事業等を行った。 

・協会の各事業については、各担当事業委員会において企画、検討して事業を

進めた。 

主な事業活動は次のとおりである。 

１）事業系・建設系廃棄物適正処理の推進 
     ① 環境保全懇談会 

環境保全連絡協議会（排出事業者）と協会・行政との意見交換会 
      開催 平成２９年１１月１４日（火） 埼玉教育会館 
       議題 産業廃棄物に係る最新の動向について等 
      出席 県、環境保全連絡協議会員、協会事業系廃棄物処理推進事業委員 
    ② 建設系廃棄物処理関係懇談会 
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      平成 ３０年２月１３日（火） あけぼのビル  
      議題 建設廃棄物の適正処理の推進について 
      出席 県、建設系賛助会員、協会建設系廃棄物処理推進事業委員   

   ２）３Ｓ運動推進協議会（協会青年部会・女性部会から５名参画） 
     ・第１回協議会  平成２９年 ５月１８日（木）  
     ・第２回協議会           ９月２５日（火）  
     ・第３回協議会          １０月２５日（水）  
     ・３Ｓ運動最優秀等知事表彰受賞 
                   １１月２８日（火） 埼玉会館 
       最優秀賞 スマイル賞 前田道路㈱朝霞合材工場 
            セイケツ賞 東武商事㈱ スタイル賞 ㈱タカヤマ 
       奨 励 賞 スマイル賞 ㈱ショーモン セイケツ賞 ㈱エコシス埼玉 
             スタイル賞 東明興業㈱ 

３）労働安全衛生の推進 
 ① 会員に全国安全週間の通知、ポスター配布   平成２９年 ６月 
 ② 労働安全衛生大会の開催 

平成３０年９月２８日（木） さいたま共済会館 参加者１３０名 
 ③ 会員企業における労働安全衛生現況調査の実施      １１月  
 ④ 会員に年末年始事故防止の通知              １２月 
 ⑤ 平成３０年度協会労働災害防止計画策定      平成３０年 ２月  

    ４）地区懇談会（県と協会員との意見交換会）     
        ① 東部・越谷地区  平成２９年１０月１２日（木） 春日部市民文化会館 
               出席５７名 
    ② 中央地区      平成２９年１１月 １日（水） さいたま共済会館                
               出席５４名 
    ③ 西部・東松山地区 平成２９年１１月 ９日（木） 川越南文化会館 
               出席７０名     
    ④ 北部・秩父地区   台風の影響で中止 

   ５）関係団体及び行政との交流事業等 
① 協会平成３０年新年賀詞交歓会 
  平成３０年１月１7 日（水） 浦和ロイヤルパインズホテル 
② 公益社団法人全国産業廃棄物連合会関係 

  ・第７回定時総会    平成２９年 ６月１６日（金） 明治記念館 
  ・廃棄物と環境を考える全国大会  １１月１７日（金） 高知 三翠園 
 ・平成３０年賀詞交歓会 平成３０年 １月１７日（金） 明治記念館 
 ・全国正会員会長・理事長会議    ２月２３日（金） ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝｳﾞｨｱ広島 
 ・全国正会員事務局責任者会議  

           平成２９年７月２８日（金）、平成３０年２月２日（金）アジュール竹芝 
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    ③ 関東地域協議会関係 
     ・第５８回関東地域協議会 平成２９年４月２１日（金）青山ダイヤモンドホール 

     ・第５９回関東地域協議会      １１月２４日（金）東武宇都宮ｸﾞﾗﾝﾃﾞ 

         ・関東地域協議会事務責任者会議 
         平成２９年１０月２０日（金）、３０年３月２２日（木） 東京都協会 
        ④ 関係団体会議 
     ・埼玉県環境保全連絡協議会     平成２９年５月１１日（木）パレスホテル大宮 
     ・埼玉県過積載防止建設団体連絡会    ５月２６日（金）県民健康センター 

           ・埼玉県フロン回収処理推進協議会     ６月  １日（木） 埼玉会館 
     ・埼玉県不正軽油撲滅対策協議会     ６月 ２日（金） 埼佛会館      
     ・埼玉県防犯まちづくり推進協議会    ６月  ８日（木）県民健康センター 
     ・暴力追放薬物乱用防止県民大会   平成３０年１月２５日（木）埼玉会館     

６）事業委員会 
      ① 調査研修事業委員会（亀井寿之委員長） 
      ・開催 平成２９年５月３０日(火) さいたま共済会館 
       議事 協会主催講習会、県外施設研修、災害時支援体制について 
    ② 普及指導事業委員会（亀井寿之委員長） 
      ・開催 平成２９年７月２６日(水) 埼玉教育会館 
       議事 けやき第７９号の編集、地区懇談会等について 
      ・開催 平成３０年１月２９日（月） さいたま共済会館 
       議事 けやき第８０号の編集等について 
      ③ 収集運搬活性化事業委員会（鈴木勝彦委員長）  
      ・開催 平成２９年７月７日(金) さいたま共済会館 
       議事 タコグラフ・ドライブレコーダーの管理と活用について 
       ④ 労働安全体制整備事業委員会（木下公次委員長） 
      ・開催 平成２９年４月２５日(月) あけぼのビル 
       議事 労働安全衛生大会、ポスターの作成について 
      ・開催  平成３０年３月２２日(木) あけぼのビル 
       議事 来年度の労働安全対策、労働災害防止計画について 
    ⑤ 事業系廃棄物処理推進事業委員会（木下公次委員長）  
      ・開催 平成２９年１１月６日(月) あけぼのビル 
       議事 排出事業者責任に基づく指導と廃掃法の改正について 
         ・環境保全懇談会【前掲】 
      ⑥ 建設系廃棄物処理推進事業委員会（野﨑鉄也委員長） 
        ・建設系廃棄物処理関係懇談会【前掲】 
      ⑦ 表彰事業委員会（須田茂治委員長） 
        ・開催 平成３０年３月６日（火）さいたま共済会館 
         議事 平成３０年度協会・連合会表彰について  
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Ⅱ 産業廃棄物の適正処理に関する研修会、講習会等の開催及び後継者等の人

材育成 

 

（１）協会主催及び県との共催の講習会 

 ・産業廃棄物処理業者は、法令に基づく廃棄物の適正処理、労働安全衛生の確

保はもとより、持続可能な循環型社会の構築に向けて、廃棄物のリサイクル、

熱回収等の推進、環境マネジメントシステムの導入、経営の高度化など、環境

産業としての取組を積極的に展開することを求められている。 

・業界を取り巻く諸課題への対応や将来展望にも資することを目的に、産業廃

棄物の適正処理等に関する講習会を実施した。 

   １）産業廃棄物適正処理講習会（県と共催） 
     開催 平成２９年７月２８日（金） 埼玉会館大ホール 
     演題 「廃棄物処理法における排出事業者責任について」 
          （公益財団法人 産業廃棄物処理事業振興財団 改田耕一氏） 
       「産業廃棄物を適正処理するために必要なコストとは？」 
         ～排出事業者と処理業者が連携して適正処理をしていくために～ 
          （高俊興業株式会社、野村興産株式会社）  
     受講者 ５９０名  
     ２）産業廃棄物講習会（協会主催） 
     開催 平成２９年１１月２８日（火） 埼玉会館大ホール  
         演題 「制定５０年に向けた廃棄物法制の展望」 
           （上智大学法科大学院教授 北村喜宣氏） 
           「排出事業者責任に基づく措置の指導について」 
           （県産業廃棄物指導課）          
      受講者 ５６０名 
     （後援；埼玉県、埼玉県環境保全連絡協議会、（一社）埼玉県建設業協会）   
     
（２）産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会 

日本産業廃棄物処理振興センターに協力して、｢産業廃棄物又は特別管理産

業廃棄物処理業に関する新規許可講習会｣、「同 更新許可講習会」及び「特別

管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会」を、さいたま共済会館において延

べ１６回開催した。受講者総数は２，１２１名である。 
  １）新規（収集運搬課程） 
    平成２９年 ７月２０日（木）～２１日（金）、９月５日（火）～６日（水） 
              １０月２５日（水）～２６日（木） 
    平成３０年 ２月 ７日（水）～ ８日（木）   
    受講者数５８７名 
  ２）新規（収集運搬・処分課程） 
    平成２９年 ８月 １日（火）～ ４日（金） 受講者数９２名 
  ３）新規（特別管理産業廃棄物収集運搬課程） 
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    平成２９年 ５月２４日（火）～２６日（木） 受講者数７３名 
  ４）更新（収集運搬課程） 
    平成２９年 ５月２３日（火）、 ９月 ７日（木） 
    平成３０年 １月２６日（金）、 ２月２７日（火） 
    受講者数６０８名 
  ５）更新（収集運搬・処分課程） 
    平成３０年 １月２４日（水）～２５日（木） 受講者数９５名 
  ６）特別管理産業廃棄物管理責任者 
    平成２９年 ７月１９日（水）、１０月２７日（金） 
    平成３０年 ２月 ９日（金）、 ２月２８日（水） 
                  ３月２３日（金）※医療特責 
    受講者６６６名 

 
 （３）その他の研修事業 

       企業の経営者から現場管理責任者、実務担当者まで、幅広く法令、処理技術、

労働安全衛生、経営などに関する研修の機会を提供するため、実務担当者研修

会【後掲】を延べ９回実施したほか、連合会、日本産業廃棄物処理振興センタ

ー等で実施する各種研修会の案内を行った。 
 

（４) 廃棄物処理業に係る人材育成 

・法令と社会的な規範を遵守し、企業の社会的責任を果たしていく上で、業界

の後継者や法令・技術面に習熟した業界の人材の育成が重要である。 

・青年部会は、平成２９年度においても勉強会、施設研修会、全国組織との交

流事業などを実施し、協会総会、講習会などに主体的に協力した。 

・女性部会では、勉強会、施設研修会、関東地域協議会女性部会の交流事業、

協会事業への協力等を通して、女性の視点から処理業界の課題解決に寄与する

という趣旨に基づき活動した。 

・県と共催で「環境産業合同入社式」を開催し、新入社員の定着とモチベーシ

ョン向上を図るほか、フォローアップ研修【後掲】を行った。 

・従事者能力アップセミナーや産業廃棄物処理業経営塾の紹介などを行い、人

材育成の推進支援に努めた。 

・会員及び会員企業の優れた功績などを称える表彰制度として、功労者、優良

事業所、優良従業員の顕彰を行うとともに、県や連合会の表彰規程に基づく表

彰への推薦を行った。また、協会主催講習会への継続参加受講者に対しては感

謝状を贈呈した。 

主な事業活動は次のとおりである。 

   １）地区懇談会の開催【前掲】 
   ２）県外廃棄物処理施設の視察研修【前掲】 

   ３）青年部会活動 
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    ・合同入社式名刺交換会  平成２９年６月 ６日（火）商工会議所 
      ・総 会  ６月１３日（火） さいたま共済会館 
    ・勉強会  ６月１３日（火） 
           事業承継等について（講師 税理士 市川康明 氏） 
         １１月２４日（金） 

 産業支援等について（講師 産業支援課 尾崎主幹） 
    ・施設研修会  １０月２０日（金） 

 ﾂﾈｲｼｶﾑﾃｯｸｽ㈱福山工場 ㈱ｵｶﾞﾜｴｺﾉｽ本山工場ほか 
       ・交流事業等   ６月２３日（金）関東ブロック通常総会及び交流会 
             宇都宮東武ホテルグランデ 
       平成３０年２月９日 関東ブロック賀詞交歓会 東京都庁第一本庁舎                

   ４）女性部会活動  
    ・総 会   平成２９年５月１６日（火） あけぼのビル 
    ・合同入社式名刺交換会   ６月６日（火） 商工会議所 
      ・勉強会   ６月１３日（火） 青年部勉強会に参加 
             ７月１８日（火） 法改正について（講師：産業廃棄物指導課） 
      ・施設研修会  ９月１５日（金） ㈱シタラ興産ｻﾝﾗｲｽﾞ FUKAYA 工場 
                          ＡＩロボによる自動選別導入 
      ・交流会事業等 ９月２１日（木）関東地域協議会女性部会設立総会・講演会 
                      東京国際フォーラム  
              平成３０年２月９日（金） 関東地域協議会女性部交流会 
                                 川越プリンスホテル  
                         賀詞交歓会、講演（講師：池谷幸雄氏） 

   ５）環境産業合同入社式・名刺交換会（県・協会共催） 
     平成２９年 ６月 ６日（火） さいたま商工会議所 
     講演 「地球の健康管理のお医者さん～廃棄物処理業の今後～」 
     講師 公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 田中勝理事長 
     出席者 ２３社８８名      

   ６）表彰事業（敬称略） 
    ① 埼玉県産業廃棄物関係環境衛生功労者等表彰受賞者 
      ア 環境衛生功労者知事表彰     
        高澤謙之（株式会社千佳） 山口敬善（株式会社山口組） 
      イ 環境衛生功労者環境部長表彰  友野浄二（株式会社トモノ）  
      ウ 優良従事者環境部長表彰    関口 豊（泉スクラップ株式会社） 
    ② 公益社団法人全国産業廃棄物連合会表彰受賞者 
      ア 功労者表彰 
        亀井寿之（亀井産業株式会社） 
      イ 地方功労者表彰 
        飯塚崇夫（亀井産業株式会社） 井花力蔵（株式会社大進興業） 
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      ウ 地方優良事業所表彰 
        有限会社埼北再生アスコン   秩父回収資源株式会社 
        株式会社マルミヤ 
       エ 優良従事者表彰 
        亀井和子（亀井産業株式会社） 助川優子（JW ケミテック株式会社） 
        保科清二（株式会社三栄興業） 
    ③ 一般社団法人埼玉県環境産業振興協会表彰 
      ア 功労者表彰 
        新井吉樹（サン商事株式会社） 伊藤 滋（株式会社千足） 
        稲垣宏俊（株式会社ｼﾞｪｲｱｰﾙｴｽ） 千田英浩（株式会社タイセイリサイクル） 
               原 圭 （株式会社環境サービス）梁川 哲（新和環境株式会社） 
      イ 優良事業所表彰 
        株式会社 ISHIDA   株式会社猪俣産業   株式会社遠藤商会 
        株式会社遠藤商会    株式会社小林茂商店  株式会社権田商会 
               メタルリサイクル株式会社    
      ウ 優良従業員表彰 
               井上和彦（首都圏産業株式会社） 神谷 清（松田産業株式会社） 
        菅野 茂（東武商事株式会社）  北山謙一（株式会社やまたけ） 
        西尾一伸（東武環境ｾﾝﾀｰ株式会社） 西川 昇（クリーンシステム株式会社） 
               野澤幸太（保健事業株式会社）    平馬孝裕（石坂産業株式会社） 
               前田良之介（株式会社クマクラ）  枡田 明（有限会社丸新） 
               横田龍之介（株式会社トモノ）  吉沢 学（亀井産業株式会社） 
      
Ⅲ 産業廃棄物の不適正処理対策に関する環境保全事業 

 

（１）けやき積立金の運営・管理  

・さいたま環境整備事業推進積立金（けやき積立金）は、廃棄物の山の撤去や改

善等による生活環境の原状回復・保全事業の推進に必要な事業費に活用すること

を目的に設置され、協会役員、県、政令市、関係各界の代表者から構成される「さ

いたま環境整備事業推進積立金運営委員会」において適正な運用を図ることとし

ている。 

・平成２９年度のけやき積立金会計の収支は、次のとおりである。 

けやき積立金会計（平成２９年度末） 

      ① 収入   

          ア  埼玉県補填金            ０円 

      イ 市町村補填金            ０円 

     ウ 市町村分担金      ８００，０００円 

     エ 協会からの繰入金  ２，５００，０００円 

     オ 雑収入           １，３９９円  

       収入合計      ３，３０１，３９９円 
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   ② 支出                   ０円    

   ③ 平成２９年度収支差額   ３，３０１，３９９円 

   ④ けやき積立金平成２９年度末積立金額  ５１０，４２５，０９１円 

   

（２) 不法投棄等不適正処理廃棄物対策 

・けやき積立金による事業は、産業廃棄物の不適正処理により生活環境等の保全

に支障が生じる恐れがある場合などについて、「共同撤去事業」、「放置事案改善

事業」及び「小規模投棄廃棄物撤去事業」に区分して実施している。 

これらは、県や関係市町村が必要性を認め、けやき積立金規程に基づき協会に

協力を要請されたものについて、同運営委員会の承認及び埼玉県環境部長との協

議を経たものについて、撤去等の事業を実施することとしている。 

・平成２９年度においては、けやき積立金を活用した撤去事業はなかった。 

    

Ⅳ 災害廃棄物の処理支援等に関する事業 

・「地震等大規模災害時における災害廃棄物の処理等に関する協定書」（平成１６

年１１月締結）に基づく支援に資するため、災害時における初動緊急支援体制に

ついて、引き続き検討を進めた。 

・災害廃棄物処理図上訓練（県資源循環推進課）に参加（調査研修事業委員会） 

  平成２９年１０月２３日（月） 全体研修 県民健康センター 

       １１月 ８日（水） 東部エリア図上訓練 蓮田白岡環境センター 

       １１月２２日（水） 南部エリア図上訓練  川越地方庁舎 

       １２月 １日（金） 北部エリア図上訓練  熊谷地方庁舎 

  

Ⅴ 地方公共団体等からの受託事業 

  埼玉県からの受託業務として、「県外産業廃棄物搬入処理事前協議制度に基づく

申請書類の審査・受理」及び「産業廃棄物適正処理に関連した実務担当者向けの法

制度等の研修会」を実施した。 

（１) 県外産業廃棄物搬入処理事前協議制度の申請書類受付事務  

県外で発生した指定産業廃棄物（建設系廃棄物である廃プラスチック類、紙くず、 

木くず、 繊維くず、 石膏ボード）の排出状況、処分状況等を把握し、指定産業廃

棄物の分別排出等を促進し、適正処理の推進を図るため導入した、事前協議制

度に係る「事前協議書」等の受付業務を行った。 

１）受託期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
２）事前協議等受理件数 

    ① 事前協議等受理件数  ２，０１９件 
     一括協議書受理件数     ３０件 
   ② 変更届受付件数       ４９件 
   ③ 特例適用届出書受付件数  １１８件 
        合計件数    ２，２１６件 
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   ④ 実績報告書受付件数    ４１３件 

 

（２) 実務担当者研修会の実施  

産業廃棄物の排出事業者及び処理業者の実務担当者を対象に、適正処理等を

推進することを目的とした研修会を、中央、西部、東部の３地区において実施

した。総受講者数は３５９名であった。 

  １）法律コース（排出事業者・処理業者） 
    講師 保科 弘 氏（日本産業廃棄物処理振興センター専任講師） 
    平成２９年１２月２５日（月） さいたま共済会館  １８名 
    平成３０年 １月１１日（木） さいたま共済会館  ３７名 
          ２月 ５日（月） 川越南文化会館   ５１名 
          ２月２１日（水） 春日部市民文化会館 ４９名 
  ２）安全衛生コース（排出事業者・処理業者） 
    講師 熊江 隆 氏（日本産業廃棄物処理振興センター専任講師） 
    平成３０年 １月 ９日（火） さいたま共済会館  ３０名 
          １月３０日（火） 春日部市民文化会館 ４３名   
  ３）産業廃棄物処理コース（処理業者） 
    講師 藤井重雄 氏 
     （日本環境衛生センター・日本産業廃棄物処理振興センター講師） 
    平成３０年 ２月１６日（金） さいたま共済会館  ６３名 
          ２月２２日（木） 川越南文化会館   ４１名 
  ４）新規採用者フォローアップコース（環境産業合同研修会） 
    講師 株式会社インソース 
    平成３０年 １月２９日（月） 埼玉会館      ２７名 
 
その他の重要事項 

「平成３０年度埼玉県への施策及び予算編成に対する要望書」を、自由民主党埼

玉県支部連合会に提出した（平成２９年７月２０日）。 

・要望事項 「産業廃棄物処理業界の支援･育成について」 

     県で実施している産業廃棄物処理業の「環境産業へのステージアッ 

プ事業」の一層の充実 

・回  答 「産業廃棄物処理業を環境産業にステージアップさせるため、引き続

き様々な取組に努める」（平成３０年２月２１日）   

 


